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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）シャフト組立体であって、
　　（ｉ）第１チューブと、
　　（ｉｉ）前記第１チューブ内に同軸で配置された第２チューブであって、前記第１チ
ューブ又は前記第２チューブのうちの一方が、前記第１チューブ又は前記第２チューブの
うちの他方に対して並進するように構成されている、第２チューブと、
　　（ｉｉｉ）前記第１チューブ又は前記第２チューブのいずれかに固定された遠位に突
出するタングと、を含む、シャフト組立体と、
　（ｂ）エンドエフェクタであって、
　　（ｉ）前記シャフト組立体から延出する超音波ブレードと、
　　（ｉｉ）前記シャフト組立体の前記遠位に突出するタングに枢動可能に連結されたク
ランプアームであって、前記クランプアームが、前記第１チューブと前記第２チューブと
の間の相対的な並進に応答して前記超音波ブレードに向かって、またそこから離れるよう
に枢動するように構成され、前記遠位に突出するタングは、前記クランプアームが組織を
把持することに応答して、前記第１チューブ及び前記第２チューブに対して屈曲するよう
に構成されている、クランプアームと、を備える、エンドエフェクタと、を含み、
　前記遠位に突出するタングが、第１半径によって画定される外側表面を有し、前記遠位
に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は前記第２チューブが、第２半径によ
って画定される外側表面を有し、前記第１半径が、前記第２半径よりも小さい、装置。
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【請求項２】
　前記遠位に突出するタングが、前記クランプアームと枢動可能に連結するように構成さ
れた一対のプロングを更に含む、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記一対のプロングが、長手方向に延出するチャネルを画定する、請求項２に記載の装
置。
【請求項４】
　前記遠位に突出するタングが、一対の周方向切欠きを画定する、請求項１に記載の装置
。
【請求項５】
　前記一対の周方向切欠きが、前記第１チューブ又は前記第２チューブのいずれかの遠位
端に隣接して位置する、請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　前記遠位に突出するタングが、コイニング加工された外側表面を有する、請求項１に記
載の装置。
【請求項７】
　前記コイニング加工された外側表面が、リップ内に終端し、前記リップが、第１断面積
から第２断面積に遷移する、請求項６に記載の装置。
【請求項８】
　前記リップが、前記遠位に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は前記第２
チューブの周囲の一部分のみに沿って延出する、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記リップが、前記遠位に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は前記第２
チューブの全周囲に沿って延出する、請求項７に記載の装置。
【請求項１０】
　前記クランプアームが、一体型ピンの第一対及び一体型ピンの第二対を更に含み、前記
一体型ピンの第一対が、前記クランプアームを、前記遠位に突出するタングの突起に枢動
可能に連結するように構成されている、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記クランプアームが、クランプパッドを更に含み、前記クランプパッドが、前記超音
波ブレードに面するように位置決めされている、請求項１に記載の装置。
【請求項１２】
　前記第１チューブが、前記クランプアームと連結するように構成された一対の垂直方向
に細長いスロットを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記クランプアームが、一対の一体型ピンを含み、前記一対の一体型ピンが、前記一対
の垂直方向に細長いスロット内で枢動するように構成され、前記一対の一体型ピンが、前
記一対の垂直方向に細長いスロット内で並進するように構成されている、請求項１２に記
載の装置。
【請求項１４】
　前記一対の一体型ピンは、前記遠位に突出するタングが前記第１チューブ及び前記第２
チューブに対して屈曲することに応答して前記一対の垂直方向に細長いスロット内で並進
するように構成されている、請求項１３に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　種々の外科用器具は、（例えば、組織細胞内のタンパク質を変性させることにより）組
織を切断及び／又は封止するために、超音波周波数で振動するブレード要素を有するエン
ドエフェクタを含む。これらの器具は、電力を超音波振動に変換する圧電素子を含んでお
り、それらの振動は音波導波管に沿ってブレード要素に伝達される。切断及び凝固の精度
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は、外科医の技術、並びに電力レベル、ブレードの刃、組織牽引、及びブレード圧力の調
節によって制御されることがある。
【０００２】
　超音波外科用器具の例としては、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＡＣＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓ
ｏｎｉｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＷＡＶＥ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｓｈｅａｒｓ、ＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＦＯＣＵＳ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　
Ｓｈｅａｒｓ、及びＨＡＲＭＯＮＩＣ　ＳＹＮＥＲＧＹ（登録商標）Ｕｌｔｒａｓｏｎｉ
ｃ　Ｂｌａｄｅｓが挙げられ、これらはいずれもＥｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅ
ｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ）製である。このような装置及び関連
する概念の更なる例は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許第５，
３２２，０５５号、名称「Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａｔｏｒ／Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」
（１９９４年６月２１日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特
許第５，８７３，８７３号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｃｌａｍｐ　Ｃｏａｇｕｌａ
ｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　Ｃｌａｍｐ　Ｍｅｃｈ
ａｎｉｓｍ」（１９９９年２月２３日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込ま
れる、米国特許第５，９８０，５１０号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｃｌａｍｐ　Ｃ
ｏａｇｕｌａｔｏｒ　Ａｐｐａｒａｔｕｓ　Ｈａｖｉｎｇ　Ｉｍｐｒｏｖｅｄ　Ｃｌａｍ
ｐ　Ａｒｍ　Ｐｉｖｏｔ　Ｍｏｕｎｔ」（１９９７年１０月１０日出願）、その開示が参
照により本明細書に組み込まれる、米国特許第６，３２５，８１１号、名称「Ｂｌａｄｅ
ｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａｌ　Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｅｓ　ｆｏ
ｒ　ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎ
ｔｓ」（２００１年１２月４日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、
米国特許第６，７７３，４４４号、名称「Ｂｌａｄｅｓ　ｗｉｔｈ　Ｆｕｎｃｔｉｏｎａ
ｌ　Ｂａｌａｎｃｅ　Ａｓｙｍｍｅｔｒｉｅｓ　ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａ
ｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２００４年８月１０日発行
）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許第６，７８３，５２４号、
名称「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓｏｕｎｄ
　Ｃａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」（２００
４年８月３１日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許第８，
４６１，７４４号、名称「Ｒｏｔａｔｉｎｇ　Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ　Ｍｏｕｎｔ　ｆｏ
ｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２０１３年
６月１１日発行）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許第８，５９
１，５３６号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
　Ｂｌａｄｅｓ」（２０１３年１１月２６日発行）、及びその開示が参照により本明細書
に組み込まれる、米国特許第８，６２３，０２７号、名称「Ｅｒｇｏｎｏｍｉｃ　Ｓｕｒ
ｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２０１４年１月７日発行）に開示されている。
【０００３】
　超音波外科用器具の依然として更なる例は、その開示が参照により本明細書に組み込ま
れる、米国特許出願公開第２００６／００７９８７４号、名称「Ｔｉｓｓｕｅ　Ｐａｄ　
ｆｏｒ　Ｕｓｅ　ｗｉｔｈ　ａｎ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔ
ｒｕｍｅｎｔ」（２００６年４月１３日公開）、その開示が参照により本明細書に組み込
まれる、米国特許出願公開第２００７／０１９１７１３号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ
　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」（２００
７年８月１６日公開）、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許出願公
開第２００７／０２８２３３３号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｗａｖｅｇｕｉｄｅ　
ａｎｄ　Ｂｌａｄｅ」（２００７年１２月６日公開）、その開示が参照により本明細書に
組み込まれる、米国特許出願公開第２００８／０２００９４０号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏ
ｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃｅ　ｆｏｒ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｏａｇｕｌａｔｉｎｇ」（
２００８年８月２１日公開）、及びその開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国
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特許出願公開第２０１０／００６９９４０号、名称「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｄｅｖｉｃ
ｅ　ｆｏｒ　Ｆｉｎｇｅｒｔｉｐ　Ｃｏｎｔｒｏｌ」（２０１０年３月１８日公開）に開
示されている。
【０００４】
　一部の超音波外科用器具は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許
出願公開第２０１２／０１１２６８７号、名称「Ｒｅｃｈａｒｇｅ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｆｏ
ｒ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」（２０１２年５月１０日公開）、その開示が参照
により本明細書に組み込まれる、米国特許出願公開第２０１２／０１１６２６５号、名称
「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｃｈａｒｇｉｎｇ　Ｄｅｖｉｃ
ｅｓ」（２０１２年５月１０日公開）、及び／又はその開示が参照により本明細書に組み
込まれる、米国特許出願第６１／４１０，６０３号、名称「Ｅｎｅｒｇｙ－Ｂａｓｅｄ　
Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」（２０１０年１１月５日出願）に開示され
ているもののような、コードレストランスデューサを含み得る。
【０００５】
　更に、一部の超音波外科用器具は、関節接合シャフト部分を含み得る。このような超音
波手術器具の例は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、米国特許公開第２０
１４／０００５７０１号、名称「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　ｗｉｔｈ
　Ａｒｔｉｃｕｌａｔｉｎｇ　Ｓｈａｆｔｓ」（２０１４年１月２日公開）、及び米国特
許公開第２０１４／０１１４３３４号、名称「Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｈａｒｍｏｎｉｃ　Ｗ
ａｖｅｇｕｉｄｅｓ／Ｂｌａｄｅｓ　ｆｏｒ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
ｓ」（２０１４年４月２４日公開）に開示されている。
【０００６】
　様々な外科用器具及びシステムが作製され使用されてきたが、添付の特許請求の範囲に
記載されている本発明を、本発明者らに先立って作製又は使用した者もいないと考えられ
る。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
　本明細書は、本技術を具体的に指摘し、かつ明確にその権利を特許請求する、特許請求
の範囲により完結するが、本技術は、以下の特定の実施例の説明を添付図面と併せ読むこ
とでより良く理解されるものと考えられ、図面において同様の参照符号は同じ要素を特定
する。
【図１】代表的な超音波外科用器具の側面図である。
【図２】エンドエフェクタが開構成にある、図１の器具のエンドエフェクタ及びシャフト
組立体の斜視図を示す。
【図３】図２のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の部分的分解図を示す。
【図４Ａ】エンドエフェクタが開構成にある、図２のエンドエフェクタ及びシャフト組立
体の側面図を示す。
【図４Ｂ】エンドエフェクタが閉構成にある、図２のエンドエフェクタ及びシャフト組立
体の側面図を示す。
【図５】エンドエフェクタが開構成にある、図２のエンドエフェクタ及びシャフト組立体
の側部断面図を示す。
【図６】図１の超音波外科用器具に容易に組み込まれ得る、代替的なエンドエフェクタ及
び代替的なシャフト組立体の斜視図を示す。
【図７】図６のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の部分展開図を示す。
【図８】図６のシャフト組立体の内側チューブの斜視図を示す。
【図９】図８の内側チューブの側面図を示す。
【図１０】図９の１０－１０線に沿った、図８の内側チューブの断面正面図を示す。
【図１１Ａ】図６のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の側面図を示し、エンドエフェ
クタは、組織がエンドエフェクタの近位場所に位置決めされた開構成にある。
【図１１Ｂ】図６のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の側面図を示し、エンドエフェ
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クタは、閉構成にあり、エンドエフェクタの近位場所で組織を把持している。
【図１２Ａ】図６のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の側面図を示し、エンドエフェ
クタは、組織がエンドエフェクタの遠位場所に位置決めされた開構成にある。
【図１２Ｂ】図６のエンドエフェクタ及びシャフト組立体の側面図を示し、エンドエフェ
クタは、閉構成にあり、エンドエフェクタの遠位場所で組織を把持している。
【図１３】図２又は図６のシャフト組立体内に容易に組み込まれ得る代替の内側チューブ
の斜視図を示す。
【図１４】図２又は図６のシャフト組立体内に容易に組み込まれ得る別の代替の内側チュ
ーブの斜視図を示す。
【図１５】図１４の内側チューブの側面立面図を示す。
【０００８】
　図面は、いかようにも限定することを意図しておらず、本技術の種々の実施形態は、図
面に必ずしも描写されていないものを含め、他の様々な方式で実施し得ることが考えられ
る。本明細書に組み込まれ、本明細書の一部を成す添付の図面は、本技術のいくつかの態
様を示しており、その説明と共に本技術の原理を説明するのに役立つものであるが、本技
術は、示される厳密な配置構成に限定されないことが理解される。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本技術の特定の実施例の以下の説明文は、その範囲を限定する目的で用いられるべきで
はない。本技術の他の実施例、特徴、態様、実施形態、及び利点は、実例として、本技術
を実施する上で想到される最良の態様の１つである以下の説明により、当業者には明らか
となるであろう。理解されるように、本明細書に記載された技術は、いずれもその技術か
ら逸脱することなく、その他の異なる、かつ明らかな態様が可能である。したがって、図
面と説明は、本質的に例示的であり、限定的ではないと見なすものとする。
【００１０】
　本明細書に記載された教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ又は２つ以上の
ものを、本明細書に記載された他の教示、表現、実施形態、実施例などの任意の１つ又は
２つ以上のものと組み合わせることができる点も、更に理解されよう。したがって、以下
に記載された教示、表現、実施形態、実施例などは、互いに対して個別に考慮されるべき
ではない。本明細書の教示を鑑みれば、本明細書の教示を組み合わせられる種々の好適な
方法が、当業者には直ちに明らかとなろう。このような改変及び変変更例は、「特許請求
の範囲」内に含まれるものとする。
【００１１】
　本開示の明瞭さのために、「近位」及び「遠位」という用語は、人間又はロボットであ
る外科用器具の操作者に対して、本明細書で定義する。用語「近位」とは、人間又はロボ
ットである外科用器具の操作者により近く、かつ、外科用器具の外科用エンドエフェクタ
から更に離れた要素の位置を意味する。用語「遠位」とは、外科用器具の外科用エンドエ
フェクタにより近く、かつ、人間又はロボットである外科用器具の操作者から更に離れた
要素の位置を意味する。
【００１２】
　Ｉ．代表的な超音波外科用器具の概要
　図１は、低侵襲性外科的処置（例えばトロカール又はその他の小径のアクセスポートな
どを介した）で使用されるように構成される、代表的な超音波外科用器具（１０）を示す
。以下にて更に詳細に記載するように、器具（１０）は、実質的に同時に、組織を切断し
、かつ組織（例えば、血管など）を封止又は接合するように動作可能である。本実施例の
器具（１０）は、使い捨て式組立体（１００）及び再使用可能組立体（２００）を含む。
再使用可能組立体（２００）の遠位部分は、使い捨て式組立体（１００）の近位部分を着
脱可能に受容するように構成されて器具（１０）を形成する。しかしながら、再使用可能
組立体（２００）及び使い捨て式組立体（１００）は、代替的に一体的に接続され得るこ
とが理解されるべきである。
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【００１３】
　本実施例の使い捨て式組立体（１００）は、本体部分（１１０）、本体部分（１１０）
から遠位に延出するシャフト組立体（１５０）、及びシャフト組立体（１５０）の遠位端
に配置されたエンドエフェクタ（１８０）を含む。図２～図４で最良に明らかなように、
本実施例のエンドエフェクタ（１８０）は、クランプアーム（１８２）及び超音波ブレー
ド（１９０）を含む。クランプアーム（１８２）は、ブレード（１９０）に面するクラン
プパッド（１８４）を含む。図３Ａ～図３Ｂに示されるように、また以下でより詳細に説
明するように、クランプアーム（１８２）は、ブレード（１９０）に向かって、またそこ
から離れるように枢動可能であり、クランプパッド（１８４）とブレード（１９０）との
間で選択的に組織を圧縮する。図４に見られるように、ブレード（１９０）は、チューブ
（１５２、１７０）を介して同軸に延出し、かつ以下でより詳細に説明するようにブレー
ド（１９０）に超音波振動を伝達するように構成された、音波導波管（１９２）の遠位端
の一体型機構である。
【００１４】
　シャフト組立体（１５０）は、外側チューブ（１５２）及び内側チューブ（１７０）を
含む。外側チューブ（１５２）は、内側チューブ（１７０）に対して長手方向に並進する
ように動作可能であり、クランプアーム（１８２）をブレード（１９０）に向かって、ま
たそこから離れるように選択的に枢軸回転させる。これを達成するために、また図３及び
図５で最良に明らかなように、クランプアーム（１８２）の一体型ピン機構（１８６）は
、クランプアーム（１８２）の第１部分を外側チューブ（１５２）の遠位に突出するタン
グ（１５４）へと枢動可能に固定し、一方で、挿入されたピン（１８８）は、クランプア
ーム（１８２）の第２部分を内側チューブ（１７０）の遠位に突出したタング（１７２）
へと枢動可能に固定する。したがって、図４Ａから図４Ｂへの移行で見ることができるよ
うに、外側チューブ（１５２）が内側チューブ（１７０）に対して近位に引き込まれた場
合に、チューブ（１５２、１７０）が協働してクランプアーム（１８２）をブレード（１
９０）に向かって枢動させる。図４Ａ～図４Ｂに示す動作とは逆に、外側チューブ（１５
２）を内側チューブ（１７０）に対して遠位に並進させることにより、クランプアーム（
１８２）をブレード（１９０）から離れる方向に（例えば図４Ｂに示される位置から図４
Ａに示される位置へと）枢動させて戻してもよい、と理解すべきである。１つの代表的な
使用では、クランプアーム（１８２）をブレード（１９０）に向かって枢動させることに
より、クランプパッド（１８４）とブレード（１９０）との間で捕捉された組織を把持、
圧迫、封止、及び切断してもよい。クランプアーム（１８２）は、ブレード（１９０）か
ら離れる方向に枢動されて、クランプパッド（１８４）とブレード（１９０）との間から
組織を解放してもよく、かつ／又は対向するクランプアーム（１８２）及びブレード（１
９０）の外側表面に係合した組織の鈍的切開を実施することができる。
【００１５】
　本実施例では、再使用可能組立体（２００）はピストルグリップ（２０４）を含むが、
任意のその他の好適な種類の把持具を使用してもよい、と理解すべきである。再使用可能
組立体（２００）のトリガ（１２０）は、ピストルグリップ（２０４）に向かって、また
そこから離れて枢軸回転し、それにより外側チューブ（１５２）を並進させて、それによ
りクランプアーム（１８２）を回転させるように構成される。再使用可能組立体（２００
）のボタン（１２６、２２０）は、ブレード（１９０）を起動させて、ブレード（１９０
）を超可聴周波数で振動させるように動作可能である。いくつかの変形形態では、少なく
とも１つのボタン（１２６、２２０）は、ＲＦ電気外科用エネルギーを組織へと送達する
ためにエンドエフェクタ（１８０）を起動させるように動作可能である。
【００１６】
　再使用可能組立体（２００）は、バッテリ及び超音波トランスデューサを含む、ブレー
ド（１９０）を作動させるように動作可能である様々な特徴を含む。再使用可能組立体（
２００）は、超音波トランスデューサを導波管（１９２）に連結して、それにより超音波
トランスデューサをブレード（１９０）に連結するように動作可能な機構を更に備える。
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いくつかの変形例では、再使用可能組立体（２００）は、超音波トランスデューサに電力
を供給する外部電源と連結されている。あくまで一例として、そのような外部電源は、Ｅ
ｔｈｉｃｏｎ　Ｅｎｄｏ－Ｓｕｒｇｅｒｙ，Ｉｎｃ．（Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ
）により販売されているＧＥＮ３００を含み得る。加えて、又はそれに代えて、外部電源
は、米国特許出願公開第２０１１／００８７２１２号、名称「Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｇｅｎ
ｅｒａｔｏｒ　ｆｏｒ　Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　ａｎｄ　Ｅｌｅｃｔｒｏｓｕｒｇｉｃａ
ｌ　Ｄｅｖｉｃｅｓ」（２０１１年４月１４日公開）の教示の少なくともいくつかに従っ
て構築され得、その開示が、参照により本明細書に組み込まれる発生器を含む。
【００１７】
　本実施例では、ブレード（１９０）の遠位端は、導波管（１９２）を通して伝達される
共振超音波振動に関連するアンチノードに対応する位置に位置し、音響組立体に組織の負
荷がかかっていない場合の好ましい共振周波数ｆｏに、音響組立体を調整する。トランス
デューサアセンブリが通電されると、ブレード（１９０）の遠位端は、例えば５５．５ｋ
Ｈｚの所定の振動周波数ｆｏで、例えばピーク間で約１０～５００マイクロメートル、場
合によっては約２０～約２００マイクロメートルの範囲で長手方向に移動するように構成
されている。本実施例のトランスデューサアセンブリが作動されているとき、これらの機
械的振動は導波管（１９２）を介して伝達されてブレード（１９０）に到達し、それによ
り共振超音波周波数でのブレード（１９０）の振動をもたらす。したがって、組織がブレ
ード（１９０）とクランプパッド（１８４）との間に固定される場合、ブレード（１９０
）の超音波振動が、組織の切断及び隣接した組織細胞におけるタンパク質の変性を同時に
行い、それにより、比較的小さい熱拡散で凝固効果が提供され得る。
【００１８】
　いくつかの変形形態では、エンドエフェクタ（１８０）は、組織に超音波エネルギーを
印加することに加え、組織に無線周波数（ＲＦ）電気外科用エネルギーを印加するように
動作可能である。あくまで一例として、エンドエフェクタ（１８０）は、その開示が参照
により本明細書に組み込まれる２０１５年５月２１日公開の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓ
ｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｅｌｅｃｔｒｏｓｕｒｇｉｃａｌ　
Ｆｅａｔｕｒｅ」と題された米国特許出願公開第２０１５／０１４１９８１号、及び／又
はその開示が参照により本明細書に組み込まれる２０１４年３月４日発行の「Ｕｌｔｒａ
ｓｏｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ」と題された米
国特許第８，６６３，２２０号の教示のうちの少なくともいくつかに従って構成され動作
可能であり得る。
【００１９】
　本発明の例では、内側チューブ（１７０）が静止したままである間に外側チューブ（１
５２）を並進させることによってクランプアーム（１８２）を作動させる。しかしながら
、代わりに、外側チューブ（１５２）が静止したままである間に、内側チューブ（１７０
）を並進させることによってクランプアーム（１８２）を作動させることができることを
理解されたい。そのような代替的な作動形態の単なる例示的な例は、以下により詳細に記
載される。ピストルグリップ（２０４）に対するトリガ（１２０）の枢動に応答して外側
チューブ（１５２）又は内側チューブ（１７０）の並進を提供するために、トリガ（１２
０）が外側チューブ（１５２）又は内側チューブ（１７０）と連結され得る様々な適切な
方法が、本明細書の教示を鑑みれば、当業者には明らかとなろう。
【００２０】
　上記に加えて、使い捨て式組立体（１００）及び／又は再使用可能組立体（２００）は
、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、２０１５年９月３日に公開された、「
Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ　Ｒｅｍｏ
ｖａｂｌｅ　Ｈａｎｄｌｅ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ」と題する米国特許出願公開第２０１５／
０２４５８５０号の教示の少なくともいくつかに従って構築及び動作可能であり得る。上
記に加えて、又は選択的に、使い捨て組立体（１００）及び／又は使用可能組立体（２０
０）は、本出願は、その開示が参照により本明細書に組み込まれる、２０１５年９月２９
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日出願の「Ｕｌｔｒａｓｏｎｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　ｗｉｔｈ
　Ｒｅｍｏｖａｂｌｅ　Ｈａｎｄｌｅ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ」と題する米国特許出願第１４
／８６８，５７４号の教示の少なくともいくつかに従って構築及び動作可能であり得る。
使い捨て式アセンブリ（１００）及び／又は再利用可能アセンブリ（２００）、並びにこ
れらの変形例に組み込まれ得るその他の好適な構成要素、機構、及び動作可能性は、本明
細書の教示を鑑みれば当業者には明らかになるであろう。
【００２１】
　ＩＩ．例示的な代替エンドエフェクタ及びシャフト組立体
　上述のように、エンドエフェクタ（１８０）のクランプアーム（１８２）は、超音波ブ
レード（１９０）に向かって、またそこから離れるように枢動可能に移動する。場合によ
っては、クランプアーム（１８２）のこの枢軸移動は、クランプアーム（１８２）と超音
波ブレード（１９０）との間にクランプされた組織に加えられる力の十分な分布を可能に
しない場合がある。例えば、クランプアーム（１８２）が超音波ブレード（１９０）に向
かって枢動するとき、クランプアーム（１８２）の近位部分は、クランプアーム（１８２
）の遠位部分が組織と接触する前に、クランプアーム（１８２）と超音波ブレード（１９
０）との間で組織と接触し得る。この力の不十分な分布は、特にエンドエフェクタ（１８
０）の遠位端及び／又は近位端で、組織の「タグ」（例えば、組織の、平らにされている
が、切断されていない領域）の形成をもたらす場合がある。したがって、器具（１０）の
いくつかの変形形態では、組織タグの発生を低減させるため、及び／又は組織タグの切断
を提供するための、クランプアーム（１８２）と超音波ブレード（１９０）との間にクラ
ンプされた組織に加えられる力の分布の改善をもたらす機構を提供することが望ましい場
合がある。
【００２２】
　図６～図７は、上記の器具（１０）へと容易に組み込まれ得る代替的なシャフト組立体
（３５０）及び代替的なエンドエフェクタ（３８０）を示す。以下により詳細に説明され
るように、シャフト組立体（３５０）は、エンドエフェクタ（３８０）間にクランプされ
た組織に加えられるべき力の分配を改善し得る機構を含む。エンドエフェクタ（３８０）
は、クランプアーム（３８２）及び超音波ブレード（３９０）を含むが、これらは、それ
ぞれ、以下に説明する相違点を伴って、上記のクランプアーム（１８２）及び超音波ブレ
ード（１９０）と実質的に同様である。
【００２３】
　クランプアーム（３８２）は、それぞれ上述のクランプパッド（１８４）及び一体型ピ
ン機構（１８６）と実質的に同様の、クランプパッド（３８４）及び一対の一体型ピン機
構（３８６）を含む。したがって、クランプパッド（３８４）は、ブレード（３９０）に
面する。クランプアーム（３８２）はまた、上述の挿入ピン（１８８）と同じ目的を果た
す別の一対の一体型ピン機構（３８８）を含む。代替的に、必要に応じて、一体型ピン機
構（３８８）を単一のピンとし、クランプアーム（３８２）の残部に対して挿入可能とす
ることもできる。更に、また以下でより詳細に説明するように、クランプパッド（３８４
）は、ブレード（３９０）に向かって、またそこから離れるように枢動可能であることで
、クランプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間で選択的に組織を圧縮する。ブ
レード（３９０）は、音波導波管（３９２）の遠位端の一体型機構であるが、これは、上
述の音波導波管（１９２）と実質的に同様である。したがって、音波導波管（３９２）は
、チューブ（３５２、３７０）を介して同軸に延出し、超音波振動をブレード（３９０）
に伝達するように構成される。
【００２４】
　シャフト組立体（３５０）は、外側チューブ（３５２）及び内側チューブ（３７０）を
含むが、これらは、それぞれ、以下に説明する相違点を伴って、上記の外側チューブ（１
５２）及び内側チューブ（１７０）と実質的に同様である。したがって、外側チューブ（
３５２）は、内側チューブ（３７０）に対して長手方向に並進するように動作可能であり
、クランプアーム（３８２）をブレード（３９０）に向かって、またそこから離れるよう
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に選択的に枢軸回転させる。代替的に、内側チューブ（３７０）は、外側チューブ（３５
２）に対して長手方向に並進し得、クランプアーム（３８２）をブレード（３９０）に向
かって、またそこから離れるように選択的に枢軸回転させる。
【００２５】
　内側チューブ（３７０）は、上述した遠位に突出するタング（１７２）と実質的に同様
の遠位に突出するタング（３７２）を含み、相違点は後述する。遠位に突出するタング（
３７２）は、内側チューブ（３７０）の残部に対して遠位に突出するタング（３７２）の
弾性可撓性を促進するための様々な機構を含有する。以下により詳細に説明されるように
、この弾性可撓性は、クランプアーム（３８２）と超音波ブレード（３９０）との間にク
ランプされた組織に加えられる力の分布の改善を提供することができる。
【００２６】
　外側チューブ（３５０）は、一対の垂直方向に細長いピンスロット（３５６）を画定す
る遠位に突出するタング（３５４）を含む。クランプアーム（３８２）の一体型ピン機構
（３８６）は、垂直方向に細長いピンスロット（３５６）を介して、クランプアーム（３
８２）の第１の部分を外側チューブ（３５２）の遠位に突出するタング（３５４）に枢動
可能に連結する。一体型ピン機構（３８６）は、垂直方向に細長いピンスロット（３５６
）内で回転して垂直方向に並進することができる。
【００２７】
　遠位に突出するタング（３７２）は、各々がそれぞれのピン孔（３７４）を画定する一
対の遠位に突出するプロング（３７１）を含む。クランプアーム（３８２）の一体型ピン
機構（３８８）は、クランプアーム（３８２）の第２部分を内側チューブ（３７０）の遠
位に突出するタング（３７２）を枢動可能に固定する。したがって、下記により詳細に説
明したように、外側チューブ（３５２）が内側チューブ（３７０）に対して近位に引き込
まれると、ブレード（３９０）に向かって、また、外側チューブ（３５３）が内側チュー
ブ（３７０）に対して遠位方向に前進すると、ブレード（３９０）から離れるように、チ
ューブ（３５２、３７０）が協働してクランプアーム（３８２）を枢動させる。クランプ
アーム（１８２）及びブレード（１９０）と同様に、クランプアーム（３８２）は、クラ
ンプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間に捕捉された組織を把持し、圧縮し、
密封し、そして切断するためにブレード（３９０）に向かって枢動し得る。クランプアー
ム（３８２）は、クランプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間から組織を解放
するために、及び／又はクランプアーム（３８２）及びブレード（３９０）の対向する外
側表面に係合する組織の鈍的切開を実施するためにブレード（３９０）から離れるように
枢動することができる。
【００２８】
　遠位に突出するプロング（３７１）は、横方向に配向した構成要素を有する外力に応答
してプロング（３７１）が内側チューブ（３７０）の残部に対して弾性的に屈曲すること
ができるように十分に弾性ある材料から作られ得る。更に、遠位に突出するプロング（３
７１）は、外力が取り除かれると、（図６～図９に示されるように）内側チューブ（３７
０）の残部に対して静止位置まで屈曲して戻ることができる。プロング（３７１）は、外
力の横方向構成要素の大きさに応じて異なる大きさで静止位置から弾性的に屈曲し得るこ
とを理解されたい。
【００２９】
　遠位に突出するプロング（３７１）は一緒になって長手方向に延出するチャネル（３７
５）を画定する。長手方向に延出するチャネル（３７５）は、遠位端で開口しており、近
位端で閉じている。長手方向に延出するチャネル（３７５）は、遠位に突出するタング（
３７２）を形成するのに使用される材料の量を減らすことができる。遠位に突出するタン
グ（３７２）の長さに沿った材料の減少は、上述するようにプロング（３７１）が遠位に
突出するタング（１７２）と比較して外力に曝されたときに、内側チューブ（３７０）の
残部に接続されたプロング（３７１）の一部が、内側チューブ（３７０）の残部に対して
より容易に屈曲することを可能にし得る。更に、プロング（３７１）は、力の横方向の分
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布又は他の要因に応じて、異なる大きさ／角度で、内側チューブ（３７０）の残部に対し
てより容易に屈曲することができる。言い換えれば、プロング（３７１）は、互いに対し
てより容易に屈曲することができる。現在の例では、長手方向に延出するチャネル（３７
５）はプロング（３７１）によって画定される独特の幾何学形状を有するが、本明細書の
教示を鑑みれば当業者には明らかなように他の任意の好適な幾何学形状を利用し得る。
【００３０】
　図８～図９に最もよく見られるように、各々の遠位に突出するプロング（３７１）はま
た、遠位に突出するプロング（３７１）の近位端の近くに位置する周方向切欠き（３７８
）を画定する。長手方向に延出するチャネル（３７５）と同様に、周方向切欠き（３７８
）もまた、遠位に突出するタング（３７２）を形成するのに使用される材料の量を減らす
ことができる。更に、周方向切欠き（３７８）は、遠位に突出するプロング（３７１）を
内側チューブ（３７０）の残部に接続するのに使用される材料の量を減らす。したがって
、プロング（３７１）を内側チューブ（３７０）の残部に接続する材料の減少は、プロン
グ（３７１）が外力に曝されたときにプロング（３７１）が内側チューブ（３７０）の残
部に対してより容易に屈曲することを可能にし得る。遠位に突出するプロング（３７１）
を内側チューブ（３７０）の残部と接続する材料の量は、外力がもはや存在しなくなった
ときにプロング（３７１）が静止位置に屈曲して戻るのにまだ十分な量であることを理解
されたい。現在の例では、周方向切欠き（３７８）は半長方形の幾何学形状を有するが、
本明細書の教示を鑑みれば当業者には明らかなように、三角形の幾何学形状など、任意の
他の好適な幾何学形状を使用できる。
【００３１】
　更に、遠位に突出するタング（３７２）は、プロング（３７１）の外側表面に沿って延
出し、部分的に周方向のリップ（３７７）内に近位方向に終端する、コイニング加工又は
打抜き加工された外側表面（３７６）を含有する。図１０に最もよく示されているように
、打抜き加工された外側表面（３７６）は、遠位に突出するタング（３７２）のような打
抜き加工された部分の断面積を減少させる。特に、打抜き加工された外側表面（３７６）
は、内側チューブ（３７０）の残部の外側表面を画定する半径よりも小さい半径によって
画定される。半径又は断面積のこの減少は、遠位に突出するタング（３７２）の弾性可撓
性を促進するのを助け得る。現在の例では、遠位に突出するタング（３７２）の断面積の
減少は、コイニング加工又は打抜き加工プロセスによって形成されるが、本明細書の教示
を鑑みれば当業者には明らかなように、ミリングなどの他の任意の好適なプロセスを使用
することができる。
【００３２】
　図１１Ａ～図１１Ｂは、クランプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間の近位
場所に沿って組織（Ｔ）を把持するために利用されているシャフト組立体（３５０）及び
エンドエフェクタ（３８０）を示す。図１１Ａは、組織（Ｔ）と接触する直前の位置に回
転したクランプアーム（３８２）を示す。したがって、組織（Ｔ）はクランプパッド（３
８２）と接触していないので、組織（Ｔ）はクランプアーム（３８２）に外力を与えてい
ない。クランプアーム（３８２）が、図１１Ａに示す位置を越えて図１１Ｂに示す位置に
向かって回転した直後に、クランプパッド（３８４）が、組織（Ｔ）と接触し始めること
を理解すべきである。
【００３３】
　図１１Ｂは、上記のように内側チューブ（３７０）に対して外側チューブ（３５４）が
近位に後退するためにブレード（３９０）に向かってまた組織（Ｔ）に対して回転したク
ランプアーム（３８２）を示す。更なるクランプアーム（３８２）が、図１１Ａに示され
る位置から図１１Ｂに示される位置に向かって回転すると、外力組織（Ｔ）がクランプア
ーム（３８２）に与える力が大きくなる。組織（Ｔ）によってクランプアーム（３８２）
に与えられる力は、シャフト組立体（３５０）の長手方向軸を横切る構成要素を有するこ
とを理解されたい。
【００３４】
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　クランプアーム（３８２）と接触している組織（Ｔ）によって提供される外力は、一体
型ピン機構（３８８）及びピン孔（３７４）を介して遠位に突出するプロング（３７１）
に伝達する。したがって、組織（Ｔ）によって提供される外力は、プロング（３７１）を
シャフト組立体（３５０）の長手方向軸から離れるように内側チューブ（３７０）の残部
に対して弾力的に屈曲させる。一体型ピン機構（３８８）は、一体型ピン機構（３８８）
がプロング（３７１）が屈曲する際にピン孔（３７４）と共に移動するようにピン孔（３
７４）と連結される。したがって、ピン孔（３７４）がプロング（３７１）の屈曲を介し
て内側チューブ（３７０）の残部に対して上方に移動すると、一体型ピン機構（３８８）
及びクランプアーム（３８２）もピン孔（３７４）内で上方に持ち上がる。それに応じて
、クランプアーム（３８２）が上昇し、一体型ピン機構（３８６）が垂直ピンスロット（
３５６）内で垂直方向に並進する。
【００３５】
　両方の一体型ピン機構（３８６、３８８）が上昇すると、クランプアーム（３８２）が
更に回転してブレード（３９０）に対するクランプパッド（３８４）の長手方向の均一性
が改善され得る。ブレード（３９０）に対するクランプパッド（３８４）の長手方向の均
一性が改善されると、クランプアーム（３８２）と超音波ブレード（３９０）との間にク
ランプされた組織（Ｔ）に加えられる力の分布が改善され得る。言い換えれば、クランプ
アーム（３８２）及び超音波ブレード（３９０）によって組織（Ｔ）に加えられる圧力は
、プロング（３７１）による屈曲がない場合にそうでなければ提供されるよりも、圧縮組
織（Ｔ）の長さに沿ってより均一であり得る。特に、プロング（３７１）が可撓性ではな
く剛性である場合、圧縮組織（Ｔ）の近位部分は、圧縮組織（Ｔ）の遠位部分よりも実質
的に大きな圧力を受け得る。そのような不均一な圧力分布は、圧縮組織（Ｔ）の遠位部分
に組織タグをもたらす可能性がある。したがって、クランプアーム（３８２）と超音波ブ
レード（３９０）との間で圧縮される組織の長さ（Ｔ）に沿って圧力の分布をより均一に
することによって、可撓性プロング（３７１）は、組織タグの発生を減らすことができる
。
【００３６】
　クランプアーム（３８２）が図１１Ｂに示される位置から図１１Ａに示される位置へと
枢動して戻るとき、組織（Ｔ）はクランプアーム（３８２）に外力をもはや与えないこと
を理解されたい。遠位に提示されたタング（３７２）の弾力性のために、プロング（３７
１）は、図１１Ａに示される休止位置に屈曲して戻る。
【００３７】
　図１２Ａ～図１２Ｂは、クランプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間のより
遠位な場所に沿って組織（Ｔ）を把持するために利用されているシャフト組立体（３５０
）及びエンドエフェクタ（３８０）を示す。図１２Ａは、図１１Ａに示す位置と同様の位
置に旋回したクランプアーム（３８２）を示す。しかしながら、組織（Ｔ）はクランプパ
ッド（３８４）とブレード（３９０）との間のより遠位の場所に沿って位置しているので
、クランプパッド（３８４）が組織（Ｔ）に接触するまでクランプアーム（３８２）をブ
レード（３９０）に向かって更に回転させる必要がある。したがって、組織（Ｔ）はクラ
ンプパッド（３８２）と接触していないので、図１２Ａに示す段階では、組織（Ｔ）は、
まだクランプアーム（３８２）に外力を与えていない。
【００３８】
　図１２Ｂは、上記のように内側チューブ（３７０）に対して外側チューブ（３５４）が
近位に後退するためにブレード（３９０）に向かってまた組織（Ｔ）に対して回転したク
ランプアーム（３８２）を示す。上述のように、組織（Ｔ）と接触しながら更なるクラン
プアーム（３８２）が回転すると、組織（Ｔ）がクランプアーム（３８２）に与える外力
が大きくなる。組織（Ｔ）がクランプパッド（３８４）とブレード（３９０）との間に近
位に位置するときと比較して、組織（Ｔ）がクランプパッド（３８４）とブレード（３９
０）との間に遠位に位置すると、小さい範囲の回転中にクランプアーム（３８２）が組織
（Ｔ）と接触するので、クランプアーム（３８２）に与える組織（Ｔ）の外力も、より小
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さい。言い換えれば、図１２Ａ～図１２Ｂの遠位に位置決めされた組織（Ｔ）は、図１１
Ａ～図１１Ｂの近位に位置決めされた組織（Ｔ）によって提供される支点によって与えら
れる力よりも横方向に向かう力をプロング（３７１）に付与する支点を提供する。
【００３９】
　図１２Ａに示す段階で、クランプアーム（３８２）と接触している組織（Ｔ）によって
提供される外力の横方向成分は、一体型ピン機構（３８８）及びピン孔（３７４）を介し
て遠位に突出するプロング（３７１）に伝達する。したがって、組織（Ｔ）によって提供
される外力は、プロング（３７１）を内側チューブ（３７０）の残部に対して弾性的に屈
曲させる。組織（Ｔ）がクランプアーム（３８２）に与える外力は、図１１Ａ～図１１Ｂ
に示す一連と比較して、図１２Ａ～図１２Ｂに示す一連の方が小さいので、プロング（３
７１）は、内側チューブ（３７０）の残部に対してより小さな角度で弾性的に屈曲するこ
とが理解されるべきである。
【００４０】
　一体型ピン機構（３８８）は、一体型ピン機構（３８８）がプロング（３７１）が屈曲
する際にピン孔（３７４）と共に移動するようにピン孔（３７４）と連結される。したが
って、ピン孔（３７４）がプロング（３７１）の屈曲を介して内側チューブ（３７０）の
残部に対して上方に移動すると、一体型ピン機構（３８８）及びクランプアーム（３８２
）もピン孔（３７４）で上方に持ち上がる。それに応じて、クランプアーム（３８２）が
上昇し、一体型ピン機構（３８６）が垂直ピンスロット（３５６）内で垂直方向に並進す
る。両方の一体型ピン機構（３８６、３８８）が上昇すると、クランプアーム（３８２）
が更に回転してブレード（３９０）に対するクランプパッド（３８４）の長手方向の均一
性が改善され得る。ブレード（３９０）に対するクランプパッド（３８４）の長手方向の
均一性が改善されると、クランプアーム（３８２）と超音波ブレード（３９０）との間に
クランプされた組織（Ｔ）に加えられる力の分布が改善され得るが、これは、超音波ブレ
ード（３９０）の作動中に組織「タグ」の形成を防止するのに役立ち得る。
【００４１】
　クランプアーム（３８２）が図１２Ｂに示される位置から図１２Ａに示される位置へと
枢動するとき、組織（Ｔ）はクランプアーム（３８２）に外力をもはや与えないことを理
解されたい。遠位に提示されたタング（３７２）の弾力性のために、プロング（３７１）
は、図１１Ａに示される休止位置に屈曲して戻る。
【００４２】
　図１３は、シャフト組立体（１５０、３５０）に容易に組み込まれ得る例示的な代替の
内側チューブ（４７０）を示す。内側チューブ（４７０）は、上述した遠位に突出するタ
ング（３７２）と実質的に同様の遠位に突出するタング（４７２）を含み、相違点は後述
する。遠位に突出するタング（４７２）は、内側チューブ（４７０）の残部に対して遠位
に突出するタング（４７２）の弾性可撓性を促進するための様々な機構を含有する。
【００４３】
　遠位に突出するタング（４７２）は、各々がそれぞれのピン孔（４７４）を画定する一
対の遠位に突出するプロング（４７１）を含み、それはクランプアーム（３８２）の一体
型ピン機構（３８８）又はクランプアーム（１８２）のピン（１８８）に枢動可能に連結
し得る。遠位方向に突出したプロング（４７１）は、上記のプロング（３７１）と同様に
、横方向に配向した成分を有する外力に応答してプロング（４７１）が内側チューブ（４
７０）の残部に対して弾性的に屈曲することができるように十分に弾性のある材料から作
られ得る。
【００４４】
　遠位に突出するプロング（４７１）は一緒になって、上述の長手方向に延出するチャネ
ル（３７５）と同様の長手方向に延出するチャネル（４７５）を画定する。長手方向に延
出するチャネル（４７５）は、上記の長手方向に遠位方向に延出するチャネル（３７５）
と同じ利点を提供し得る。現在の例では、長手方向に延出するチャネル（４７５）はプロ
ング（４７１）によって画定される独特の幾何学形状を有するが、本明細書の教示を鑑み
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れば当業者には明らかなように他の任意の好適な幾何学形状を利用し得る。
【００４５】
　上記の周方向切欠き（３７８）と同様に、各々の遠位に突出するプロング（４７１）は
また、遠位に突出するプロング（４７１）の近位端の近くに位置する周方向切欠き（４７
８）を画定する。したがって、周方向切欠き（４７８）は、上述の周方向切欠き（３７８
）と同じ利点を提供し得る。現在の例では、周方向切欠き（４７８）は半長方形の幾何学
形状を有するが、本明細書の教示を鑑みれば当業者には明らかなように、任意の他の好適
な幾何学形状（例えば、三角形の幾何学形状など）を使用できる。
【００４６】
　遠位に突出するタング（４７２）は、遠位に突出するタング（４７２）があらゆる種類
のコイニング加工された又は打抜き加工された外側表面を欠いているという点で、上記の
遠位に突出するタング（３７２）とは異なる。現在の例では、遠位に突出するタング（４
７２）は、コイニング加工された又は打抜き加工された外側表面を含まないが、遠位に突
出するタング（４７２）は、コイニング加工された又は打抜き加工された外側表面を含み
、代わりに周方向切欠き（３７８）を省くことができる。したがって、本明細書の教示を
鑑みれば当業者には明らかなように、内側チューブ（４７０）の遠位端の可撓性を促進す
るために、遠位に突出するタング（３７０）から選択された任意の数の機構をタング（４
７２）の機構と組み合わせることができることは理解されたい。
【００４７】
　図１４～図１５は、シャフト組立体（１５０、３５０）に容易に組み込まれ得る例示的
な代替の内側チューブ（５７０）を示す。内側チューブ（５７０）は、上述した遠位に突
出するタング（３７２、４７２）と実質的に同様の遠位に突出するタング（５７２）を含
み、相違点は後述する。遠位に突出するタング（５７２）は、内側チューブ（５７０）の
残部に対して遠位に突出するタング（５７２）の弾性可撓性を促進するための様々な機構
を含有する。
【００４８】
　遠位に突出するタング（５７２）は、各々がそれぞれのピン孔（５７４）を画定する一
対の遠位に突出するプロング（５７１）を含み、それはクランプアーム（３８２）の一体
型ピン機構（３８８）又はクランプアーム（１８２）のピン（１８８）に枢動可能に連結
し得る。遠位に突出するプロング（５７１）は、上記のプロング（３７１、４７１）と同
様に、外力に応答してプロング（５７１）が内側チューブ（５７０）の残部に対して弾力
的に屈曲することができるように十分に弾力性のある材料から作られ得る。
【００４９】
　遠位に突出するプロング（５７１）は一緒になって、上述の長手方向に延出するチャネ
ル（３７５、４７５）と同様の長手方向に延出するチャネル（５７５）を画定する。長手
方向に延出するチャネル（５７５）は、上記の長手方向に延出するチャネル（３７５、４
７５）と同じ利点を提供し得る。現在の例では、長手方向に延出するチャネル（５７５）
はプロング（５７１）によって画定される独特の幾何学形状を有するが、本明細書の教示
を鑑みれば当業者には明らかなように他の任意の好適な幾何学形状を利用し得る。
【００５０】
　上記の周方向切欠き（３７８、４７８）と同様に、各々の遠位に突出するプロング（５
７１）はまた、遠位に突出するプロング（５７１）の近位端の近くに位置する周方向切欠
き（５７８）を画定する。周方向切欠き（５７８）は、上記の周方向切欠き（３７８、４
７８）と同じ利点を提供し得る。現在の例では、周方向切欠き（５７８）は半長方形の幾
何学形状を有するが、本明細書の教示を鑑みれば当業者には明らかなように、任意の他の
好適な幾何学形状（例えば、三角形の幾何学形状など）を使用できる。
【００５１】
　遠位に突出するタング（５７２）は、プロング（５７１）の外側表面に沿って延出し、
周方向リップ（５７７）内に近位方向に終端する、コイニング又は打抜き加工された外側
表面（５７６）を含有する。周方向リップ（３７７）及び打抜き加工された外側表面（３
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７６）とは異なり、周方向リップ（５７７）及び打抜き加工された外側表面（５７６）は
、内側チューブ（５７０）の全周囲にわたって延出している。打抜き加工された外側表面
（５７６）は、上記の打抜き加工された外側表面（３７６）と同様の機能性及び／又は利
点を提供することができる。
【００５２】
　屈曲するタング（３７２、４７２、５７２）は、本明細書では内側チューブ（３７０、
４７０、５７０）の一部として記載されているが、外側チューブ（１５２、３５２）のタ
ング（１５４、３５４）は、上記のタング（３７２、４７２、５７２）と同じ屈曲機構を
有することができることを理解されたい。本明細書に記載されるようにタング（１５４、
３５４）が屈曲するように構成されているいくつかの変形形態では、内側チューブ（１７
０）は、屈曲しないタング（１７２）を有することができる。本明細書に記載されるよう
に屈曲するように構成されているいくつかの他のタング（１５４、３５４）では、内側チ
ューブ（３７０、４７０、５７０）は、屈曲するタング（３７２、４７２、５７２）を有
することができる。
【００５３】
　ＩＩＩ．代表的な組み合わせ
　以下の実施例は、本明細書の教示を組み合わせるか又は適用することができる、種々の
非網羅的な方法に関する。以下の実施例は、本出願における又は本出願後の出願における
どの時点でも提示され得る、いずれの特許請求の範囲の適用範囲をも限定することを目的
としたものではないことを理解すべきである。一切の棄権をも意図するものではない。以
下の実施例は、単なる例示の目的で与えられるものにすぎない。本明細書の様々な教示は
、他の多くの方法で構成及び適用が可能であると考えられている。また、いくつかの変形
形態では、以下の実施例において言及される特定の特徴を省略してもよいことも、考えら
れる。したがって、本発明者ら又は本発明者らの利益の継承者により、後日、そうである
旨が明示的に示されない限り、以下に言及される態様又は特徴のいずれも重要なものとし
て見なされるべきではない。以下に言及される特徴以外の更なる特徴を含むいずれかの請
求項が本出願において、又は本出願に関連する後の出願において示される場合、これらの
更なる特徴は、特許性に関連するいずれの理由によっても追加されたものとして、仮定さ
れるべきではない。
【実施例】
【００５４】
　（実施例１）
　（ａ）シャフト組立体であって、（ｉ）第１チューブと、（ｉｉ）第１チューブ内に同
軸で配置された第２チューブであって、第１チューブ又は第２チューブのうちの一方が、
第１チューブ又は第２チューブのうちの他方に対して並進するように構成されている、第
２チューブと、（ｉｉｉ）第１チューブ又は第２チューブのいずれかに固定された遠位に
突出するタングと、を含む、シャフト組立体と、（ｂ）エンドエフェクタであって、（ｉ
）シャフト組立体から延出する超音波ブレードと、（ｉｉ）シャフト組立体の遠位に突出
するタングに枢動可能に連結されたクランプアームであって、クランプアームが、第１チ
ューブと第２チューブとの間の相対的な並進に応答して超音波ブレードに向かって、また
そこから離れるように枢動するように構成され、遠位に突出するタングは、クランプアー
ムが組織を把持することに応答して、第１チューブ及び第２チューブに対して屈曲するよ
うに構成されている、クランプアームと、を備える、エンドエフェクタと、を含む、装置
。
【００５５】
　（実施例２）
　遠位に突出するタングが、クランプアームと枢動可能に連結するように構成された一対
のプロングを更に含む、実施例１に記載の装置。
【００５６】
　（実施例３）
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　一対のプロングが、軸方向に延出するチャネルを画定する。実施例２に記載の装置。
【００５７】
　（実施例４）
　遠位に突出するタングが、一対の周方向切欠きを画定する、実施例１～３の任意の１つ
又は２つ以上に記載の装置。
【００５８】
　（実施例５）
　周方向切欠きが、第１チューブ又は第２チューブのいずれかの遠位端に隣接して位置す
る、実施例４に記載の装置。
【００５９】
　（実施例６）
　遠位に突出するタングが、第１半径によって画定される外側表面を有し、遠位に突出す
るタングに固定された第１チューブ又は第２チューブが、第２半径によって画定される外
側表面を有し、第１半径が、第２半径よりも小さい、実施例１～５のうちの１つ又は２つ
以上に記載の装置。
【００６０】
　（実施例７）
　遠位に突出するタングが、コイニング加工された外側表面を有する、請求項６に記載の
装置。
【００６１】
　（実施例８）
　コイニング加工された外側表面が、リップ内に終端し、リップが、第１断面積から第２
断面積に遷移する、実施例７に記載の装置。
【００６２】
　（実施例９）
　リップが、遠位に突出するタングに固定された第１チューブ又は第２チューブの周囲の
一部分のみに沿って延出する、実施例８に記載の装置。
【００６３】
　（実施例１０）
　リップが、遠位に突出するタングに固定された第１チューブ又は第２チューブの全周囲
に沿って延出する、実施例８～９のうちの１つ又は２つ以上に記載の装置。
【００６４】
　（実施例１１）
　クランプアームが、一体型ピンの第一対及び一体型ピンの第二対を更に含み、一体型ピ
ンの第一対が、クランプアームを、遠位に突出するタングの突起に枢動可能に連結するよ
うに構成されている、実施例１～１０のうちの１つ又は２つ以上に記載の装置。
【００６５】
　（実施例１２）
　クランプアームが、クランプパッドを更に含み、クランプパッドが、超音波ブレードに
面するように位置決めされている、実施例１～１１のうちの１つ又は２つ以上に記載の装
置。
【００６６】
　（実施例１３）
　第１チューブが、クランプアームと連結するように構成される一対の垂直方向に細長い
スロットを含む、実施例１～１２のうちの１つ又は２つ以上に記載の装置。
【００６７】
　（実施例１４）
　クランプアームが、一対の一体型ピンを含み、一体型ピンが、垂直方向に細長いスロッ
ト内で枢動するように構成され、一体型ピンが、垂直方向に細長いスロット内で並進する
ように構成されている、実施例１３に記載の装置。
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【００６８】
　（実施例１５）
　一体型ピンは、遠位に突出するタングが第１のチューブ及び第２のチューブに対して屈
曲することに応答して垂直方向に細長いスロット内で並進するように構成されている、実
施例１３～１４のうちの１つ又は２つ以上に記載の装置。
【００６９】
　（実施例１６）
　（ａ）クランプアーム作動組立体と、（ｂ）シャフト組立体であって、（ｉ）第１シャ
フトと、（ｉｉ）第２シャフトであって、第１シャフトが、第の２シャフト内に摺動可能
に配置され、第１シャフト又は第２シャフトのうちの一方が、クランプアーム作動組立体
の作動に応答して第１シャフト又は第２シャフトのうちの他方に対して並進するように構
成されている、第２シャフトと、（ｉｉｉ）第２シャフトから遠位に突出するタングと、
を含む、シャフト組立体と、（ｃ）エンドエフェクタであって、（ｉ）シャフト組立体か
ら延出する超音波ブレードと、（ｉｉ）タングに枢動可能に連結されたクランプアームで
あって、クランプアームが、クランプアーム作動組立体の作動に応答して超音波ブレード
に向かって、またそこから離れるように枢動するように構成され、タングは、クランプア
ームが超音波ブレードに対して組織を圧縮することに応答して第２シャフトに対して屈曲
するように構成されている、クランプアームと、を含む、エンドエフェクタと、を含む、
装置。
【００７０】
　（実施例１７）
　遠位に突出するタングが、第１プロング及び第２プロングを更に含み、第１プロングが
、第１周方向切欠きを画定し、第２プロングが、第２周方向切欠きを画定する、実施例１
６に記載の装置。
【００７１】
　（実施例１８）
　第１周方向切欠き及び第２周方向切欠きが第２シャフトに隣接している、実施例１７に
記載の装置。
【００７２】
　（実施例１９）
　遠位に突出するタングが、コイニング加工された外側表面を含む、実施例１６～１８の
うちの１つ又は２つ以上に記載の装置。
【００７３】
　（実施例２０）
　（ａ）クランプアーム作動組立体と、（ｂ）シャフト組立体であって、（ｉ）第１シャ
フトと、（ｉｉ）第２シャフトであって、第１シャフトが、第２シャフト内に摺動可能に
配置され、第１シャフト又は第２シャフトのうちの一方が、クランプアーム作動組立体の
作動に応答して第１シャフト又は第２シャフトのうちの他方に対して並進するように構成
されている、第２シャフトと、（ｉｉｉ）第２シャフトから遠位に突出するタングであっ
て、（Ａ）第１プロングと、（Ｂ）第２プロングであって、第１プロング及び第２プロン
グが、長手方向のチャネルを画定している、第２プロングと、（Ｃ）第１プロングと第２
プロングとに沿って延出するコイニング加工された外側表面と、を含む、タングと、を含
む、シャフト組立体と、（ｃ）エンドエフェクタであって、（ｉ）シャフト組立体から延
出する超音波ブレードと、（ｉｉ）タングに枢動可能に連結されたクランプアームであっ
て、クランプアームが、クランプアーム作動組立体の作動に応答して超音波ブレードに向
かって、またそこから離れるように枢動するように構成され、タングは、クランプアーム
が超音波ブレードに対して組織を圧縮することに応答して第２シャフトに対して屈曲する
ように構成されている、クランプアームと、を含む、エンドエフェクタと、を含む、装置
。
【００７４】
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　ＩＶ．その他
　本明細書に記載の教示、表現要素、実施形態、実施例などのうちのいずれか１つ又は２
つ以上を、本明細書に記載の他の教示、表現要素、実施形態、実施例などのうちのいずれ
か１つ又は２つ以上と組み合わせることができる点が理解されるべきである。したがって
、上記の教示、表現、実施形態、実施例などは、互いに対して独立して考慮されるべきで
はない。本明細書の教示を鑑みれば、本明細書の教示を組み合わせられる種々の好適な方
法が、当業者には直ちに明らかとなろう。このような改変及び変変更例は、「特許請求の
範囲」内に含まれるものとする。
【００７５】
　本明細書に参照により組み込まれると言及されたいかなる特許、公報、又は他の開示内
容も、全体的に又は部分的に、組み込まれた内容が現行の定義、見解、又は本明細書に記
載される他の開示内容とあくまで矛盾しない範囲でのみ本明細書に組み込まれることが理
解されなければならない。それ自体、また必要な範囲で、本明細書に明瞭に記載される開
示内容は、参照により本明細書に組み込まれるあらゆる矛盾する記載に優先するものとす
る。参照により本明細書に組み込まれるものとするが、既存の定義、記述、又は本明細書
に記載される他の開示文献と矛盾する任意の文献、又はそれらの部分は、組み込まれる文
献と既存の開示内容との間に矛盾が生じない範囲においてのみ組み込まれるものとする。
【００７６】
　上記の装置の変形形態は、医療専門家により行われる従来の治療及び処置における用途
のみではなく、ロボット支援された治療及び処置における用途を有してもよい。ほんの一
例として、本明細書の種々の教示は、ロボット外科システム、例えばＩｎｔｕｉｔｉｖｅ
　Ｓｕｒｇｉｃａｌ，Ｉｎｃ．（Ｓｕｎｎｙｖａｌｅ，Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）によるＤ
ＡＶＩＮＣＩ（商標）システムなどに容易に組み込まれてもよい。同様に、本明細書の様
々な教示は、その開示が参照により本明細書に援用されている米国特許第６，７８３，５
２４号、名称「Ｒｏｂｏｔｉｃ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｏｏｌ　ｗｉｔｈ　Ｕｌｔｒａｓ
ｏｕｎｄ　Ｃａｕｔｅｒｉｚｉｎｇ　ａｎｄ　Ｃｕｔｔｉｎｇ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ」
（２００４年８月３１日公開）の様々な教示と容易に組み合わされ得ることを、当業者は
理解するであろう。
【００７７】
　上述のデバイスの変形形態は、１回の使用後に処分するように設計することができ、又
はそれらは、複数回使用するように設計することができる。一方又はその両方の場合にお
いて、種々の変形形態は、少なくとも１回の使用後に再利用のために再調整されてもよい
。再調整は、装置の分解工程、それに続く特定の部分の洗浄又は交換工程、及びその後の
再組み立て工程の、任意の組み合わせを含んでもよい。特に、装置のいくつかの変形形態
は分解することができ、かつ、装置の任意の数の特定の部品若しくは部分を、任意の組み
合わせにおいて選択的に交換又は取り外してもよい。特定の部分の洗浄及び／又は交換の
際、装置のいくつかの変形形態は、再調整用の施設において、又は手術の直前に操作者に
より、のどちらかで、その後の使用のために再組み立てされてもよい。装置の再調整にお
いて、分解、洗浄／交換、及び再組み立てのための種々の技術を利用することができるこ
とを、当業者は理解するであろう。このような技術の使用、及び結果として得られる再調
整された装置は、全て本発明の範囲内にある。
【００７８】
　ほんの一例として、本明細書に記載される変形形態は、手術の前及び／又は後に滅菌さ
れてもよい。１つの滅菌技術では、装置をプラスチック製又はＴＹＶＥＫ製のバックなど
の閉鎖及び密封された容器に入れる。次いで、容器及び装置を、γ線、Ｘ線、又は高エネ
ルギー電子線などの、容器を透過し得る放射線場に置いてもよい。放射線は、装置の表面
及び容器内の細菌を死滅させ得る。次に、滅菌された装置を、後の使用のために、滅菌容
器中で保管してもよい。β線若しくはγ線、エチレンオキシド、又は水蒸気が挙げられる
がこれらに限定されない、当該技術分野で既知の他の任意の技術を用いて、デバイスを滅
菌してもよい。
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【００７９】
　以上、本発明の種々の実施形態を図示及び説明したが、本発明の範囲から逸脱すること
なく、当業者による適切な改変により、本明細書に記載される方法及びシステムの更なる
適合化を実現することができる。このような可能な改変のうちのいくつかについて述べた
が、他の改変も当業者には明らかであろう。例えば、上記の実施例、実施形態、形状、材
料、寸法、比率、工程などは例示的なものであって、必須のものではない。したがって、
本発明の範囲は、以下の特許請求の範囲の観点から考慮されるべきものであり、本明細書
及び図面において図示され、説明された構造及び動作の細部に限定されないものとして、
理解されたい。
【００８０】
〔実施の態様〕
（１）　（ａ）シャフト組立体であって、
　　（ｉ）第１チューブと、
　　（ｉｉ）前記第１チューブ内に同軸で配置された第２チューブであって、前記第１チ
ューブ又は前記第２チューブのうちの一方が、前記第１チューブ又は前記第２チューブの
うちの他方に対して並進するように構成されている、第２チューブと、
　　（ｉｉｉ）前記第１チューブ又は前記第２チューブのいずれかに固定された遠位に突
出するタングと、を含む、シャフト組立体と、
　（ｂ）エンドエフェクタであって、
　　（ｉ）前記シャフト組立体から延出する超音波ブレードと、
　　（ｉｉ）前記シャフト組立体の前記遠位に突出するタングに枢動可能に連結されたク
ランプアームであって、前記クランプアームが、前記第１チューブと前記第２チューブと
の間の相対的な並進に応答して前記超音波ブレードに向かって、またそこから離れるよう
に枢動するように構成され、前記遠位に突出するタングは、前記クランプアームが組織を
把持することに応答して、前記第１チューブ及び前記第２チューブに対して屈曲するよう
に構成されている、クランプアームと、を備える、エンドエフェクタと、を含む、装置。
（２）　前記遠位に突出するタングが、前記クランプアームと枢動可能に連結するように
構成された一対のプロングを更に含む、実施態様１に記載の装置。
（３）　前記一対のプロングが、長手方向に延出するチャネルを画定する、実施態様２に
記載の装置。
（４）　前記遠位に突出するタングが、一対の周方向切欠きを画定する、実施態様１に記
載の装置。
（５）　前記周方向切欠きが、前記第１チューブ又は前記第２チューブのいずれかの遠位
端に隣接して位置する、実施態様４に記載の装置。
【００８１】
（６）　前記遠位に突出するタングが、第１半径によって画定される外側表面を有し、前
記遠位に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は前記第２チューブが、第２半
径によって画定される外側表面を有し、前記第１半径が、前記第２半径よりも小さい、実
施態様１に記載の装置。
（７）　前記遠位に突出するタングが、コイニング加工された外側表面を有する、実施態
様６に記載の装置。
（８）　前記コイニング加工された外側表面が、リップ内に終端し、前記リップが、第１
断面積から第２断面積に遷移する、実施態様７に記載の装置。
（９）　前記リップが、前記遠位に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は前
記第２チューブの周囲の一部分のみに沿って延出する、実施態様８に記載の装置。
（１０）　前記リップが、前記遠位に突出するタングに固定された前記第１チューブ又は
前記第２チューブの全周囲に沿って延出する、実施態様８に記載の装置。
【００８２】
（１１）　前記クランプアームが、一体型ピンの第一対及び一体型ピンの第二対を更に含
み、前記一体型ピンの第一対が、前記クランプアームを、前記遠位に突出するタングの突
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起に枢動可能に連結するように構成されている、実施態様１に記載の装置。
（１２）　前記クランプアームが、クランプパッドを更に含み、前記クランプパッドが、
前記超音波ブレードに面するように位置決めされている、実施態様１に記載の装置。
（１３）　前記第１チューブが、前記クランプアームと連結するように構成された一対の
垂直方向に細長いスロットを含む、実施態様１に記載の装置。
（１４）　前記クランプアームが、一対の一体型ピンを含み、前記一体型ピンが、前記垂
直方向に細長いスロット内で枢動するように構成され、前記一体型ピンが、前記垂直方向
に細長いスロット内で並進するように構成されている、実施態様１３に記載の装置。
（１５）　前記一体型ピンは、前記遠位に突出するタングが前記第１チューブ及び前記第
２チューブに対して屈曲することに応答して前記垂直方向に細長いスロット内で並進する
ように構成されている、実施態様１３に記載の装置。
【００８３】
（１６）　（ａ）クランプアーム作動組立体と、
　（ｂ）シャフト組立体であって、
　　（ｉ）第１シャフトと、
　　（ｉｉ）第２シャフトであって、前記第１シャフトが、前記第２シャフト内に摺動可
能に配置され、前記第１シャフト又は前記第２シャフトのうちの一方が、前記クランプア
ーム作動組立体の作動に応答して前記第１シャフト又は前記第２シャフトのうちの他方に
対して並進するように構成されている、第２シャフトと、
　　（ｉｉｉ）前記第２シャフトから遠位に突出するタングと、を含む、シャフト組立体
と、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、
　　（ｉ）前記シャフト組立体から延出する超音波ブレードと、
　　（ｉｉ）前記タングに枢動可能に連結されたクランプアームであって、前記クランプ
アームが、前記クランプアーム作動組立体の作動に応答して前記超音波ブレードに向かっ
て、またそこから離れるように枢動するように構成され、前記タングは、前記クランプア
ームが前記超音波ブレードに対して組織を圧縮することに応答して前記第２シャフトに対
して屈曲するように構成されている、クランプアームと、を含む、エンドエフェクタと、
を含む、装置。
（１７）　前記遠位に突出するタングが、第１プロング及び第２プロングを更に含み、前
記第１プロングが、第１周方向切欠きを画定し、前記第２プロングが、第２周方向切欠き
を画定する、実施態様１６に記載の装置。
（１８）　前記第１周方向切欠き及び前記第２周方向切欠きが前記第２シャフトに隣接し
ている、実施態様１７に記載の装置。
（１９）　前記遠位に突出するタングが、コイニング加工された外側表面を含む、実施態
様１６に記載の装置。
（２０）　（ａ）クランプアーム作動組立体と、
　（ｂ）シャフト組立体であって、
　　（ｉ）第１シャフトと、
　　（ｉｉ）第２シャフトであって、前記第１シャフトが、前記第２シャフト内に摺動可
能に配置され、前記第１シャフト又は前記第２シャフトのうちの一方が、前記クランプア
ーム作動組立体の作動に応答して前記第１シャフト又は前記第２シャフトのうちの他方に
対して並進するように構成されている、第２シャフトと、
　　（ｉｉｉ）前記第２シャフトから遠位に突出するタングであって、
　　　（Ａ）第１プロングと、
　　　（Ｂ）第２プロングであって、前記第１プロング及び前記第２プロングが、長手方
向のチャネルを画定している、第２プロングと、
　　　（Ｃ）前記第１プロングと前記第２プロングとに沿って延出するコイニング加工さ
れた外側表面と、を含む、タングと、を含む、シャフト組立体と、
　（ｃ）エンドエフェクタであって、
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　　（ｉ）前記シャフト組立体から延出する超音波ブレードと、
　　（ｉｉ）前記タングに枢動可能に連結されたクランプアームであって、前記クランプ
アームが、前記クランプアーム作動組立体の作動に応答して前記超音波ブレードに向かっ
て、またそこから離れるように枢動するように構成され、前記タングは、前記クランプア
ームが前記超音波ブレードに対して組織を圧縮することに応答して前記第２シャフトに対
して屈曲するように構成されている、クランプアームと、を含む、エンドエフェクタと、
を含む、装置。

【図１】 【図２】
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